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構造改革特別区域計画の第９回認定申請及び地域再生法に基づく 
地域再生計画の第２回認定申請の意向調査について（照会） 

 
 
構造改革特別区域計画の次回認定申請（規制の特例措置の追加に係る変更認

定申請を含む。以下同じ。）の受付については、構造改革特別区域基本方針（平

成 17年 4月 22日一部変更）において、平成１７年９月を目途に実施すること
としておりますが、９月下旬を目途に実施する予定です。 
また、地域再生法に基づく地域再生計画の次回認定申請（支援措置の追加に

係る変更認定申請を含む。以下同じ。）の受付についても、特区の認定申請と併

せて実施する予定です。 
このため、構造改革特別区域計画及び地域再生計画の９月認定申請（以下「認

定申請」という。）に向けた各地方公共団体の認定申請の意向調査及び認定申請

に係る事前相談を下記のとおり実施させていただきます。 
 
 この意向調査に回答しなくても９月の認定申請を行うことは可能ですが、認

定事務等の円滑な実施のため、認定申請を検討している場合にあっては、幅広

に回答をお願いします。また、調査票については、現段階において計画の内容

が決まっていないものであっても、記載可能な範囲で調査票を記入頂き、提出

してください。 
 
  

記 
 

【認定申請意向調査について】 

１ 調査様式等 
 



① 回答様式：別紙「認定申請意向調査様式」 
② 回答期限：平成１７年８月２６日（金）15：00まで 
③ 回答方法：認定申請予定の地方公共団体から、エクセル形式の様式の電

子ファイルを添付してＥ－メールにより、直接当室まで提出。 
④ 回答先：toc@cas.go.jp 
 
 ※１ メールの表題は、必ず「認定申請意向調査（申請主体名）」としてく

ださい。 
  ※２ 認定申請の予定がない場合には、その旨の報告は不要です。 
※３ 地域再生基盤強化交付金を含む地域再生計画を申請する場合、認定

後の事業の円滑な実施の観点から、申請主体の内部において計画策定部

局と事業実施を担当する部局と申請の検討段階から十分な調整を図っ

て下さい。 
 
２ 別紙「認定申請意向調査様式」について 

 
① 調査対象 

平成１７年９月に認定申請を予定（検討中のものも含みます）している

構造改革特別区域計画及び地域再生計画 
 
※従来のプログラム「地域再生推進のためのプログラム」（平成１６ 年

２月２７日地域再生本部決定）に基づく新規の地域再生計画の認定につ

いては、平成１７年４月以降は行いません。（支援措置の追加を伴わな

い変更認定のみ行います。この場合は別途ご相談ください。） 

② 作成者 
認定申請予定の地方公共団体（共同申請する場合は､調整の上、代表と

なる地方公共団体において作成、提出してください。） 
 ③ 特区計画又は地域再生計画の申請の別及び新規又は変更申請の別 

(1) 申請の分類欄に、今回申請予定の内容について、「特区計画のみ」、
「地域再生計画のみ」、もしくは「特区計画と地域再生計画の両方」

のいずれかをコード番号で記載してください。「特区計画と地域再生

計画の両方」に該当する場合は、例えば、一つの目標・テーマを実現

するために特区と地域再生を活用する場合です。 
(2) 既存特区計画、既存地域再生計画（地域再生法に基づく認定を受け
た計画）の変更の場合には、新規・変更の分類及びその内訳について、

様式の記載要領に沿って内容の分類をコードで記入願います。 
 従来のプログラムに基づき認定を受けた地域再生計画について、新

たに法律に基づく特別な措置及びその他の支援措置を追加する内容

の地域再生計画を作成しようとする場合は、新規としてください。 



④ 特区計画の概要欄及び地域再生計画の概要欄 
単に実施する事業内容の説明ではなく、地域の課題とその解決のため

に必要となる規制の特例や支援措置、計画全体の意義・目標が明確にな

るよう、２５０字以内で記述してください。 
⑤ 規制の特例措置の番号 

今回の認定申請で申請が可能な特例措置は、「構造改革特別区域基本方

針」の別表１に記載されている第１次から第６次提案に基づく規制の特

例措置ですが、下記(1)の特例措置については今回より認定申請の対象と
なります。下記(2)の特例措置については原則として認定申請の対象外と
なりますのでご注意ください。 

 
(1) 新たに認定申請の対象となる規制の特例措置 

 510 特定行刑施設における収容及び処遇に関する事務の委託促進

事業 
511･929 特定行刑施設における病院等の管理の委託促進事業 
822 公私協力学校設置事業 

  
※９月に「構造改革特別区域基本方針」の別表１に追加する予定です。別表

１及び認定申請に必要な個別の特例措置のマニュアルについては、８月１

７日に原案を公表しておりますので、ホームページで確認していただきま

すようお願いします。 
 

(2) 認定申請の対象外となる規制の特例措置 
(ⅰ)既に全国展開された規制の特例措置 

405 空中線利得を増大した５GHz 帯無線アクセスシステムの導
入事業 

406 電気通信業務以外での無線アクセスシステム活用事業 
702 税関の執務時間外における通関体制の整備による貿易の促進

事業 
706 距離基準の延長による保税蔵置場の設置促進事業 
803 不登校児童生徒等を対象とした学校設置に係る教育課程弾力

化事業 
805 ＩＴ等の活用による不登校児童生徒の学習機会拡大事業 
807 幼稚園における幼稚園児及び保育所児等の合同活動事業 
823 幼稚園と保育所の保育室の共用化事業 
831 保育所と合同活動を行う場合の幼稚園の面積基準の特例事業 
914 保育所における保育所児と幼稚園児の合同活動事業 
921 幼稚園と保育所の保育室の共用化事業 
1202 公有水面埋立地における用途区分柔軟化事業 



 
 (ⅱ)平成１７年１０月までに全国展開される予定の規制の特例措置 

410 国内衛星の地上での無線通信免許手続き簡素化事業 
509 外国企業支店等開設促進事業 
1001 地方公共団体又は農地保有合理化法人による農地又は採草放

牧地の特定法人への貸付け事業 
1002 地方公共団体及び農業協同組合以外の者による特定農地貸付

け事業 
1005 農業生産法人の行う農業関連事業の拡大事業 
1006 農地の権利取得後の下限面積要件の特例設定基準の弾力化に

よる農地の利用増進事業 
1211 道路管理者が設置する有料道路駐車場における特別料金の設

定及び変更の手続の容易化事業 
1215 地域活性化のための空き家情報提供等の推奨事業 
 

※下記の特例措置については今回の認定申請の対象ですが、平成１８

年１月に全国展開される予定です。 
602 数次短期滞在査証の発給手続の簡素化事業 

  
 ⑥ 特別の措置及び支援措置の番号 

地域再生については、「地域再生基本方針」の３ ３）「地域再生計画の

認定制度に基づく法律上の特別の措置」及び３ ４）②「その他地域再

生計画の認定に基づく支援措置」について記載可能ですが、一部の措置

については、今回の対象とならないものがございますのでホームページ

（８月下旬を目途に差し替える予定です。）で必ず最新のマニュアルを確

認していただきますようお願いします。番号については、別紙に記載さ

れている「特別の措置及び支援措置の番号」を記載してください。なお、

下記(1)の支援措置については原則として新規の認定申請の対象外となり
ますのでご注意ください。 

 
(1) 新規の認定申請の対象としない支援措置 

A3001 道整備交付金 
C0801 文化芸術による創造のまち支援事業の活用 
C0404 地域通貨モデルシステムの導入支援 

 
 ⑦ 規制の特例措置、地域再生の支援措置に係る変更認定申請 

これまでに認定されている構造改革特別区域計画、地域再生計画（地域

再生法に基づく認定を受けた計画）であって、規制の特例措置の追加（削

除）、地域再生の支援措置の追加（削除)を行う変更認定申請を予定してい



る場合は、「規制の特例措置の番号」「特別の措置及び支援措置の番号」

欄に、既に認定を受けたものを含む全ての番号を記載するとともに、追

加（削除）する番号に下線（取消線）を付してください。 
 

⑧ 備考欄 
これまでに当室と別途事前の相談を行っている場合は、その旨記載い

ただくとともに、当該相談時からの変更点等を備考欄に簡単にまとめて

ください。市町村合併が予定されている等、特段の事情がある場合につ

いても、同じく備考欄に記入してください。 
 
※１ ファイル名は､必ず「認定申請意向調査（申請主体名）.xls」として
ください。 

※２ 当室の取りまとめの都合上、エクセルのセルの結合は行わないでく

ださい。 
※３ この認定申請意向調査結果の取扱いについては、あくまで現時点に

おける地方公共団体の意向を、当室の事務的な都合上、参考までに聴取

したものであり、個別の内容等の公表はいたしません。 
 
 

【認定申請事前相談の実施について】  

 
１ マニュアル等の公表スケジュール 

 
申請図書を作成するに当たって必要となる以下の資料をホームページ上で公

表する予定です。 
①構造改革特別区域基本方針（別表１、別表２） 
９月に別表１、別表２の改訂を予定しております。（新たに認定申請の

対象となる規制の特例措置に係る別表１については、８月１７日に原案

を公表しております。） 
②構造改革特別区域計画認定申請マニュアル 
９月に予定している基本方針の改訂に併せてマニュアルの改訂版につ

いても公表する予定です。（新たに認定申請の対象となる規制の特例措置

に係るマニュアルについては、８月１７日に原案を公表しております。） 
③地域再生計画認定申請マニュアル 
  ８月下旬を目途に改訂版を公表する予定です。 

 
２ 認定申請書案の作成と事前相談 
 



９月以降の審査を円滑に進めるために、８月２９日（月）から当室において

事前相談を実施する予定です。個々の事前相談の実施につきましては、意向調

査の提出状況等を踏まえ、当室より改めて連絡させて頂きます。 

 
（担当・お問い合わせ先） 

        内閣府 構造改革特区担当室 
地域再生事業推進室 福嶋、高山 

〒105-0001 東京都港区虎ノ門 1-23-7  
虎ノ門第 23森ビル 6階 

TEL：03-5521-6610、6638 
FAX：03-3500-0560  
e-mail：toc@cas.go.jp 
 

構造改革特別区域推進本部ＨＰ： 
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kouzou2/ 
地域再生本部ＨＰ： 
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiikisaisei/ 



(別紙)

３　地域再生計画の認定に関する基本的な事項

３）　地域再生計画の認定制度に基づく法律上の特別の措置

省庁名
特別の措
置番号

① 内閣府 A2001

道整備交付金
内閣府、農林水
産省、国土交通
省

A3001

汚水処理施設整備交付金
内閣府、農林水
産省、国土交通
省、環境省

A3002

港整備交付金
内閣府、農林水
産省、国土交通
省

A3003

補助対象施設の有効活用 全府省庁 A3004
補助金で整備された公立学校の廃校校舎等の転用の弾力化文部科学省 A0801
史跡等購入費補助金により購入した土地の一時転用 文部科学省 A0802
公立社会教育施設の有効活用 文部科学省 A0803
社会体育施設の有効活用 文部科学省 A0804
勤労青少年ホームの施設転用 厚生労働省 A0901
職業能力開発校の施設転用 厚生労働省 A0902
社会福祉施設の転用の弾力的な承認 厚生労働省 A0903
保健衛生施設等の有効活用 厚生労働省 A0904
医療施設等の有効活用 厚生労働省 A0905
農林水産関係補助対象施設の有効活用 農林水産省 A1001
下水道補助対象施設における目的外使用承認の柔軟化 国土交通省 A1201
公営住宅における目的外使用承認の柔軟化 国土交通省 A1202
特定優良賃貸住宅における目的外使用承認の柔軟化 国土交通省 A1203
環境省関係補助対象施設の有効活用 環境省 A1301
防衛施設庁関係補助対象施設の有効活用 防衛施設庁 A2101

４）　地域再生計画と連携した支援措置

　②その他地域再生計画に認定に基づく支援措置

省庁名
支援措置
番号

イ 内閣府 C2001

ロ 総務省 C0401

ハ 総務省 C0402

ニ 総務省 C0403

ホ 文部科学省 C0801

ヘ 厚生労働省 C0901

ト 財務省 C0701

チ
財務省、厚生労
働省 C3001

リ
金融庁、経済産
業省 C3002

ヌ 総務省 C0404

ル

国土交通省、総
務省、財務省、厚
生労働省、農林
水産省、経済産
業省、環境省、内
閣府

C3003

ヲ 金融庁 C0301

施策名

中小企業再生支援協議会、整理回収機構等の連携

地域通貨モデルシステムの導入支援

地域再生支援のための「特定地域プロジェクトチーム」の編成

地域再生に資するＮＰＯ等の活動支援

公共施設の転用に伴う地方債繰上償還免除

公共施設を転用する事業へのリニューアル債の措置

組合等施行土地区画整理事業について地方負担分への起債措置

地域資本市場育成のための投資家教育プロジェクトとの連携

文化芸術による創造のまち支援事業の活用

地域提案型雇用創造促進事業（パッケージ事業）

日本政策投資銀行の低利融資等

国民生活金融公庫の「新創業融資制度」の要件緩和

③
補助対象財産の転用手続の一元

化・迅速化

施策名

地域再生に資する民間プロジェクトに対する課税の特例

②
地域再生のための交付金の活用
（地域再生基盤強化交付金）



平成１７年９月　構造改革特区計画及び地域再生計画の認定申請意向調査　調査票

ご記入に当たっての留意事項
①一つの目標・テーマの計画は、１行に記入してください。（特区単独、地域再生単独、または両方の場合） ※列の挿入、セルの結合は絶対に行わないでください。　
②既存の特区計画を単に地域再生計画の関連事業として位置づける場合、当該特区計画をここに記載する必要はありません。 セル内部での改行は、ウインドウズの場合「Alt+Enter」です。

③テーマが異なる複数の計画を申請する場合は、行を挿入して記入してください。

④その他、下記の記載に当たっての留意事項や、別シートの記入例を参考としてください。

申請分類 特区 地域再生
都道府
県番号

都道府県
名

地方公共
団体コード
（１）

地方公共
団体コード
（２）

申請主体名
（地方公共
団体名）

地域再生計画
の名称

地域再生の区域の
範囲

地域再生計画の概要
特別の措置
及び支援措
置の番号

地域再生分
野

特区の名称
特区の区域
の範囲

特区計画の概要
規制の特
例措置の
番号

特区分野 備考 担当部署 担当者名 電話 ｆａｘ
メールア
ドレス

事前相談希望
の有無

1：特区申
請のみ

2：地域再
生申請の
み

3：特区と
地域再生
両方の申
請

0：新規申
請

1：特例の
追加を伴
う変更

2：特例の
追加を伴
わない変
更

※特区計
画を申請
しない場
合は記入
不要で
す。

0：新規申
請

1：支援措
置の追加
を伴う変
更

2：支援措
置の追加
を伴わな
い変更

※地域再
生計画を
申請しな
い場合は
記入不要
です。

複数の
都道府
県にま
たがる
場合
は、
「50」を
選択し
てくださ
い。

複数の都
道府県に
またがる
場合は、
「その他」
を選択し
てくださ
い。

一番番号
の若い地
方公共団
体のコード
を半角数
字で記入し
てくださ
い。

共同申請
の場合、二
番目に番
号の若い
地方公共
団体のコー
ドを半角数
字で記入し
てくださ
い。
単独申請
の場合は
記入不要
です。

共同申請す
る場合は､全
ての団体名
を記載してく
ださい。

特色のある取
り組みの内容
が計画の名称
に反映するよ
う工夫してくだ
さい。

町村の場合は都道
府県名から記載し
てください。

【例１】○○県○○
郡○○町の区域の
一部（□□地区）

【例2】△△市の全
域

”２５０字以内”で地域再生計画の概要を記述し
てください(厳守)

申請する全
ての措置の
番号を記載
してください
（半角英数
字）

変更申請で
あって、地域
再生の措置
を追加(削除)
する場合は、
現計画の地
域再生の支
援措置番号
をすべて記
載するととも
に、追加（削
除）する番号
に下線（取消
線）を付して
ください

計画の内容
がどのような
分野に関する
ものか、プル
ダウンメ
ニューから選
択してくださ
い。

特色のある取
り組みの内容
が計画の名称
に反映するよ
う工夫してくだ
さい。

町村の場合
は都道府県
名から記載し
てください。

【例１】○○県
○○郡○○
町の区域の
一部（□□地
区）

【例2】△△市
の全域

”２５０字以内”で特区の概要を記述してください
(厳守)
地域再生計画の概要と同じ場合は、地域再生計
画の概要欄に記入したものを、特区計画概要欄
に転記（コピー）してください。

申請する全
ての特例
措置の番
号を記載し
てください
（半角数
字）

変更申請
であって、
規制の特
例措置を追
加(削除)す
る場合は、
現計画の
規制の特
例番号をす
べて記載す
るとともに、
追加（削
除）する番
号に下線
（取消線）を
付してくだ
さい

計画の内容が
どのような分
野に関するも
のか、プルダ
ウンメニュー
から選択して
ください。

必要に応じてご
活用ください。

希望する場合
は「希望あり」
とした上で、特
に都合の悪い
日がある等の
事情がある場
合には、その
内容を記入し
てください。事
前相談を希望
しない場合は
「希望無し」とし
た上でその理
由を簡潔に記
入願います。
その他、認定
申請にあたり
特に考慮すべ
き事情等があ
れば記入して
下さい。

新規・変更の別

複数の地方公共団体の共同申請の場合は、代表と
なる地方公共団体の担当者を記入願います。

構造改革特区地域再生


